
告 示

�愛媛県告示第１２７８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成３０年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

スーパードラッグコスモ
ス古川店

西条市古川字江内甲
１２６番１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の住所

芙蓉総合リース株式
会社
東京都千代田区三崎
町三丁目３番２３号

芙蓉総合リース株式
会社
東京都千代田区神田
三崎町三丁目３番２３
号

平成３０年
１月１日

平成３０年
１２月１７日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告
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�愛媛県告示第１２８０号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定をする。

平成３０年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林の所在場所

西条市丹原町臼坂丁４６４の３、丁４６７の１、丁４６８、丁４６９

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

丹原町臼坂丁４６７の１・丁４６８（以上２筆について次の図に

示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び西条市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１２８１号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定施業要件を変更する。

平成３０年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所

西条市小松町石鎚字途中の川３３２７の２

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 変更後の指定施業要件

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１２７９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日

から４月間縦覧に供する。

平成３０年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

今治くすのきガーデン 今治市旭町三丁目２
番４ 外

大規模小売店舗を設置する者
の住所

芙蓉総合リース株式
会社
東京都千代田区三崎
町三丁目３番２３号

芙蓉総合リース株式
会社
東京都千代田区神田
三崎町三丁目３番２３
号

平成３０年
１月１日

平成３０年
１２月１７日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支

局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成３０年１２月２８日 第３０４０号

１０５４
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� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び西条

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１２８２号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１１条第１項の規定に基づき、

区画漁業の免許の内容たるべき事項等を次のように定める。

平成３０年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 免許番号、免許の内容たるべき事項、地元地区及び制限又は条

件

� 免許番号 宇区第１９０号

� 免許の内容たるべき事項

ア 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業 真珠養殖業
１月１日から

１２月３１日まで

イ 漁場の位置 宇和島市平浦地先

ウ 漁場の区域

Ａア、アイ、イウ及びウＢの４直線とＡＢ間の最大低潮時

海岸線から１０メートルの線とによって囲まれた区域

基点 Ａ 宇和島市平浦１０３２番地２新田前護岸の標識

Ｂ 宇和島市平浦１０３４番地２南西角の標識

Ｃ 宇和島市平浦１０４７番地新田前護岸西角の標識

Ｄ 宇和島市平浦浮防波堤東側突端

点 ア Ａから１９６度１００メートルの点

イ Ｃから１９８度１８０メートルの点

ウ ＢからＤ見通し線とＣから１９８度見通し線との

交点

� 地元地区 宇和島市（津島町、吉田町、同三浦及び旧宇和海

村地区を除く）

� 制限又は条件

ア 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

イ 漁場に設置するいかだの台数は別に定める知事の指示に従

わなければならない。

２ 免許予定日

平成３１年４月１日

３ 申請期間

平成３０年１２月２８日から平成３１年２月２８日まで

４ 存続期間

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで

�愛媛県告示第１２８３号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成３０年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２８４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３０年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（特－３０）第１４４４８号 平成３０年
９月１２日

スミメックエンジニアリ
ング㈱ 川� 圭三 新居浜市新田町３－４－

２３
平成３０年
１１月８日 電気工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－２６）第１７３３７号 平成２６年
６月２３日 廣瀬塗装 廣瀬 吉紀 新居浜市河内町７－３７ 平成３０年

１１月２１日 塗装工事業 建設業の廃止
（法人成り）

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宮崎波方線

今治市波方町宮崎字七五三ヶ浦乙９０番５地先 旧 ４．５～４．９ ０．００９

今治市波方町宮崎字七五三ヶ浦乙９０番１２ 新 ４．５～６．７ ０．００９

〃 〃

今治市波方町宮崎字七五三ヶ浦乙８９番３地先 旧 ４．３～５．２ ０．０２１

今治市波方町宮崎字七五三ヶ浦乙８９番４ 新 ４．８～７．２ ０．０２１

愛 媛 県 報平成３０年１２月２８日 第３０４０号

１０５５
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�愛媛県告示第１２８９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

宇和島市土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨

の届出があった。

平成３０年１２月２８日

愛媛県南予地方局長 佐 伯 登志男

就 任

�愛媛県告示第１２８５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３０年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２８６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成３０年１２月２８日

愛媛県中予地方局長 飯 尾 智 仁

�愛媛県告示第１２８７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成３０年１２月２８日

愛媛県中予地方局長 飯 尾 智 仁

�愛媛県告示第１２８８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成３０年１２月２８日

愛媛県中予地方局長 飯 尾 智 仁

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

３０中局建（開）第１８号

平成３０年１２月７日
伊予市上吾川字十合甲１５１０番２、甲１５１０番３

伊予郡松前町西高柳３３５番地１

有限会社 アットホーム

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

３０中局建（開）第１９号

平成３０年１２月１２日
伊予郡松前町大字北黒田字堅田５３１番１、５３１番３

伊予郡松前町大字南黒田３９７番地

阿川石油株式会社

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

３０中局建（開）第２０号

平成３０年１２月１７日

伊予郡松前町大字南黒田字下屋敷６１７番４、６１７番５、６１７番６、６１７番７、

６１７番８、６１７番９、６１７番１０、６１７番１１、６１７番１２、６１７番１３、６２２番１、６２２

番３

伊予市下吾川２０４５番地１

株式会社 マミーハウス

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宮崎波方線 今治市波方町宮崎字七五三ヶ浦乙９０番１２ 平成３０年１２月２８日

〃 〃 今治市波方町宮崎字七五三ヶ浦乙８９番４ 〃

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 西 村 守 宇和島市三浦西３２２３番地

〃 氏 原 邦 弘 宇和島市高串２番耕地２２０５番地

〃 市 川 逸 男 宇和島市光満甲１０７９番地

〃 岡 田 時 男 宇和島市高串３番耕地６６７番地

〃 宮 本 清 孝 宇和島市柿原６４７番地

愛 媛 県 報平成３０年１２月２８日 第３０４０号
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�愛媛県告示第１２９０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

吉田町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の

届出があった。

平成３０年１２月２８日

愛媛県南予地方局長 佐 伯 登志男

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第１２９１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同

法第１８条第１６項の規定により、南予用水土地改良区連合から次のと

おり役員が退任した旨の届出があった。

平成３０年１２月２８日

愛媛県南予地方局長 佐 伯 登志男

退 任

〃 森 田 立 夫 宇和島市藤江１３６２番地

〃 梅 崎 康 文 宇和島市大浦甲１８８６番地

〃 上 田 和 人 宇和島市大浦甲６２８番地

〃 山 本 善 一 宇和島市大浦甲２２１８番地

〃 次 屋 辰 生 宇和島市宮下甲８６３番地

〃 鎌 田 吉太郎 宇和島市本九島１８８２番地１

〃 三 浦 美 武 宇和島市坂下津甲１０６番地３

〃 山 下 茂 雄 宇和島市白浜２７２番地１

〃 西 山 岩太郎 宇和島市石応１３４２番地１

〃 土 居 春 俊 宇和島市三浦東２６７０番地

〃 山 本 力 行 宇和島市三浦西１３１４番地２

〃 玉 田 光 彦 宇和島市本町追手１丁目３番１８号

〃 清 家 康 生 宇和島市吉田町立間２番耕地１０１１番地

監 事 笹 岡 重 昭 宇和島市和霊町１２４１番地

〃 武 川 豊 茂 宇和島市蛤３３０番地

〃 大 濱 勇 吉 宇和島市白浜２１７番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 藤 井 万一郎 宇和島市柿原６３６番地

〃 西 村 守 宇和島市三浦西３２２３番地

〃 國 正 丈 夫 宇和島市光満甲１３３１番地

〃 森 和 正 宇和島市高串２番耕地１３０３番地

〃 氏 原 邦 弘 宇和島市高串２番耕地２２０５番地

〃 岡 田 健 一 宇和島市藤江１３３７番地

〃 緒 賀 長 治 宇和島市大浦甲６３６番地

〃 河 野 正 宇和島市大浦甲１７４１番地１９

〃 松 廣 桂 宇和島市大浦甲２２３８番地

〃 次 屋 辰 生 宇和島市宮下甲８６３番地

〃 武 川 豊 茂 宇和島市蛤３３０番地

〃 三 浦 義 博 宇和島市坂下津甲９１番地１

〃 西 山 岩太郎 宇和島市石応１３４２番地１

〃 中 村 好 次 宇和島市蕨１１５番地

〃 土 居 春 俊 宇和島市三浦東２６７０番地

〃 山 本 力 行 宇和島市三浦西１３１４番地２

〃 玉 田 光 彦 宇和島市本町追手１丁目３番１８号

〃 清 家 康 生 宇和島市吉田町立間２番耕地１０１１番地

監 事 笹 岡 重 昭 宇和島市和霊町１２４１番地

〃 岡 富士夫 宇和島市大浦甲７４０番地

〃 大 濱 勇 吉 宇和島市白浜２１７番地１

〃 三 浦 哲 宇和島市吉田町立間尻甲４５０

〃 土 居 政 彦 宇和島市吉田町鶴間新１５２

〃 中 井 康 人 宇和島市吉田町鶴間１８９

〃 赤 松 � 宇和島市吉田町立間１－６４９

〃 清 家 康 生 宇和島市吉田町立間２－１０１１

〃 中 尾 治 郎 宇和島市吉田町深浦３－１７０

〃 高 田 博 行 宇和島市吉田町法花津７－４１２－１７

〃 松 下 孝 雄 宇和島市吉田町白浦１５４－２

〃 土 山 治 雄 宇和島市吉田町沖村甲１７７４－２

〃 清 家 國 重 宇和島市吉田町沖村甲３１６３－２

〃 宮 本 定 康 宇和島市吉田町白浦外甲６３９

〃 中 田 通 廣 宇和島市吉田町奥浦甲３４２４－１

〃 中 井 重 吉 宇和島市吉田町南君４４８－８

〃 棟 平 紋 次 宇和島市吉田町南君２９８８－１

監 事 清 家 利 洋 宇和島市吉田町浅川７７８－３

〃 豊 田 幸 一 宇和島市吉田町立間２－２７０３－２

〃 土 山 一 夫 宇和島市吉田町沖村甲１７７１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 梅 本 恵 造 宇和島市吉田町知永４－７０２－１

〃 藤 堂 幸 典 宇和島市吉田町立間尻甲１１３０

〃 鈴 木 作 典 宇和島市吉田町鶴間３９８

〃 薬師寺 三 成 宇和島市吉田町立間１－８８９

〃 毛 利 信 介 宇和島市吉田町立間２－１０３－３

〃 清 家 康 生 宇和島市吉田町立間２－１０１１

〃 大 谷 重 善 宇和島市吉田町深浦３－３４

〃 清 家 博 士 宇和島市吉田町法花津１－３０５

〃 赤 松 與 一 宇和島市吉田町法花津８－２３０

〃 松 下 健 一 宇和島市吉田町白浦１４５

〃 土 山 治 雄 宇和島市吉田町沖村甲１７７４－２

〃 清 家 國 重 宇和島市吉田町沖村甲３１６３－２

〃 宮 本 定 康 宇和島市吉田町白浦外甲６３９

〃 山 口 公太郎 宇和島市吉田町奥浦乙７２９

〃 浅 野 鹿 男 宇和島市吉田町南君６３５－３

〃 土 居 � 忠 宇和島市吉田町南君１６０３

監 事 池 田 正 宇和島市吉田町立間尻甲４４１

〃 河 野 行 雄 宇和島市吉田町白浦２１３

〃 西 口 雅 則 宇和島市吉田町奥浦甲１７５１－１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 藤 井 万一郎 宇和島市柿原６３６番地
役員の種類 氏 名 住 所

理 事 赤 松 與 一 宇和島市吉田町法花津８－２３０

〃 毛 利 信 介 宇和島市吉田町立間２－１０３－３

愛 媛 県 報平成３０年１２月２８日 第３０４０号
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選挙管理委員会告示

�愛媛県告示第１２９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３０年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３０年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２９４号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

平成３０年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県選挙管理委員会告示第８３号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

平成３０年１２月２８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

１ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

国会議員関係政治団体以外の政治団体

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 奈良近永線

北宇和郡鬼北町大字近永１１０４番２地先から

同大字１０５９番地先まで
旧 ５．３～１２．３ ０．０５４

北宇和郡鬼北町大字近永１１０３番２地先から

同大字１０５８番２まで
新 １３．４～２３．０ ０．０５４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 奈良近永線
北宇和郡鬼北町大字近永１１０３番２地先から

同大字１０５８番２まで
平成３０年１２月２８日

随意契約に係る物品等の
名称及び数量

契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方
の氏名及び住所

随意契約に係
る契約金額 入札公告日 随意契約にした理由

インターネット実習対応パ
ソコン一式（サーバー１３台、
パーソナルコンピュータ５３
６台、プリンタ６５台、プロ
ジェクタ１３台、周辺機器一
式、ソフトウェア一式、搬
入、据付け、調整等一式）

愛媛県教育委員会
事務局指導部高校
教育課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成３０年１２月６日
四国通建株式会社
今治市南大門町一
丁目１番地の１５

２，９９７，０００円
（月額） 平成３０年１０月２６日

地方自治法施行令（昭和２２年政
令第１６号）第１６７条の２第１項
第８号の規定による。

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日
代 表 者 会 計 責 任 者

おちかつのり後援会 越 智 克 範 越 智 妙 子 新居浜市桜木町１４－５ 平成３０年１１月６日

菅もりみ後援会 村 上 要 川 野 征 雄 今治市上浦町盛１９２４－１ 平成３０年１１月９日

河内優子後援会 河 内 優 子 河 内 政 和 新居浜市星原町１４－２６ 平成３０年１１月１９日

黒田真徳後援会 黒 田 真 徳 黒 田 八 重 新居浜市東雲町一丁目１－６９ 平成３０年１１月１９日

愛 媛 県 報平成３０年１２月２８日 第３０４０号
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�愛媛県選挙管理委員会告示第８５号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

平成３０年１２月２８日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

�愛媛県選挙管理委員会告示第８４号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

平成３０年１２月２８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

１ 政党の支部

国会議員関係政治団体以外の政党の支部

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

自由民主党愛媛県松山市
第十支部 帽 子 大 輔 会 計 責 任 者 三 瀬 豊 恵 佐々木 宏 美 平成３０年３月３１日

自由民主党愛媛県松山市
第十支部 帽 子 大 輔 会 計 責 任 者 片 岡 崇 志 三 瀬 豊 恵 平成３０年８月１日

自由民主党中山支部 田 中 弘 主たる事務所の所在地 伊予市中山町中山卯４０４ 伊予市中山町中山丑３９３－１３ 平成３０年１０月３１日

代 表 者 田 中 弘 � 保 栄

自由民主党生名支部 蔵 谷 重 文 主たる事務所の所在地 越智郡上島町生名５９５ 越智郡上島町生名１８０６ 平成３０年１１月６日

代 表 者 蔵 谷 重 文 原 山 公 男

会 計 責 任 者 池 本 光 章 浜 田 智 洋

２ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

法第１９条の７第１項第１号及び同項第２号に係る国会議員関係政治団体

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

永江孝子後援会連合会 永 江 孝 子 政 治 団 体 の 名 称 永江孝子後援会連合会 ながえ孝子後援会連合会 平成３０年５月３０日

横山博幸後援会「幸縁の
会」 横 山 博 幸 主たる事務所の所在地 東温市田窪１４１６－１２ 松山市天山三丁目１３－１５ 平成３０年１１月５日

国会議員関係政治団体以外の政治団体

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

かくだともえと楽しく未
来を語る会 角 田 智 恵 会 計 責 任 者 石 井 悳 子 平 谷 敬 子 平成２９年１０月１日

大野立志後援会 松 田 福 市 代 表 者 松 田 福 市 山 崎 逞 平成２９年１１月３０日

岡田勝利後援会 田 窪 豊 弘 代 表 者 田 窪 豊 弘 織 田 利 鬼 平成３０年３月１日

寺井修後援会 寺 井 輝 子 代 表 者 寺 井 輝 子 寺 井 修 平成３０年８月２７日

大石ごう後援会 坂 上 公 三 主たる事務所の所在地 新居浜市高木町３－３２ 新居浜市中須賀町二丁目３－２４ 平成３０年１１月２６日

秋本けいこ後援会 越 智 範 征 芥 川 洋 一 今治市東門町四丁目３－５０ 平成３０年１１月３０日

松田すみこ後援会 比留木 和 夫 横 田 孝 志 今治市東門町四丁目３－５０ 平成３０年１１月３０日

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

政 治 結 社 水 心 塾 赤 樫 哲 生 平成３０年８月２２日

寺 井 修 後 援 会 寺 井 輝 子 平成３０年８月２７日

愛 媛 県 報平成３０年１２月２８日 第３０４０号

１０５９
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�愛媛県選挙管理委員会告示第８７号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第２０条第１項の規定に

基づき、同法第１２条第１項の規定による政治団体の収支に関する報

告書の要旨を次のとおり公表する。

平成３０年１２月２８日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

政治団体の収支報告書の要旨

第１２条関係

� 平成２９年分

ア その他の政治団体

政治団体の名称 寺井修後援会

報告年月日 Ｈ３０．３．３０

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

�������
�愛媛県選挙管理委員会告示第８８号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第２０条第１項の規定に

基づき、同法第１７条第１項の規定による政治団体の収支に関する報

告書の要旨を次のとおり公表する。

平成３０年１２月２８日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

政治団体の収支報告書の要旨

第１７条関係

� 平成３０年中解散に係るもの

ア その他の政治団体

政治団体の名称 政治結社水心塾

報告年月日 Ｈ３０．８．２７（Ｈ３０．８．２２解散）

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

政治団体の名称 寺井修後援会

報告年月日 Ｈ３０．１１．１６（Ｈ３０．８．２７解散）

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

�愛媛県選挙管理委員会告示第８６号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第２項の規定により、次のとおり資金管理団体の届出があった。

平成３０年１２月２８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

�愛媛県選挙管理委員会告示第８９号
愛媛県選挙公営実施規程（昭和４４年１１月１日愛媛県選挙管理委員会告示）の一部を次のように改正する。

平成３０年１２月２８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

資金管理団体の届
出をした者（代表
者）の氏名

公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 指 定 年 月 日

河 内 優 子 新居浜市議会議員（候
補者） 河内優子後援会 新居浜市星原町１４－２６ 平成３０年１１月１９日

黒 田 真 徳 新居浜市議会議員（候
補者） 黒田真徳後援会 新居浜市東雲町一丁目１－６９ 平成３０年１１月１９日

改 正 後 改 正 前

第８条 省略

２ 県委員会は、候補者１人について証紙交付票１枚により、衆議

院小選挙区選出議員の選挙における証紙にあつては７万枚以内、

参議院愛媛県選挙区選出議員及び愛媛県知事の選挙における証紙

にあつては１４万５千枚以内、愛媛県議会議員の選挙における証紙

にあつては１万６千枚以内の証紙を交付するものとする。

３・４ 省略

第４号様式（選挙運動用ビラの証紙）（第６条関係）

その１ 省略

その２ 省略

その３ 備考

１ この様式は、愛媛県議会議員の選挙に

おける候補者用ビラ証紙の様式である。

２ 「何年何月執行」の表示は、「何年執

第８条 省略

２ 県委員会は、候補者１人について証紙交付票１枚により、衆議

院小選挙区選出議員の選挙における証紙にあつては７万枚以内、

参議院愛媛県選挙区選出議員及び愛媛県知事の選挙における証紙

にあつては１４万５千枚以内

の証紙を交付するものとする。

３・４ 省略

第４号様式（選挙運動用ビラの証紙）（第６条関係）

その１ 省略

その２ 省略

何年何月執行

何 選 挙

何選挙区

愛 媛 県 報平成３０年１２月２８日 第３０４０号

１０６０
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附 則

１ この規程は、平成３１年３月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県選挙公営実施規程の規定は、この規程の施行の日以後その期日を告示される愛媛県議会議員の選挙について適用し、こ

の規程の施行の日の前日までにその期日を告示された愛媛県議会議員の選挙については、なお従前の例による。

�愛媛県選挙管理委員会告示第９０号
愛媛県議会議員及び愛媛県知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する規程（平成６年１０月愛媛県選挙管理委員会告示第２５号）の一

部を次のように改正する。

平成３０年１２月２８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（番 号）

愛媛県選管

行」又は「第何回」とすることがで

きる。

３ 何選挙区には、愛媛県議会議員の

選挙区の別を表示するものとする。

４ 用紙は、特別の紙質・模様・透か

し等を用いることができる。

その４ 備考

１ この様式は、衆議院小選挙区選出議員

及び愛媛県議会議員の選挙以外の場合の

様式である。

２ 「何年何月執行」の表示は、「何年執

行」又は「第何回」とすることができ

る。

３ 用紙は、特別の紙質・模様・透かし等

を用いることができる。

その３ 備考

１ この様式は、衆議院小選挙区選出議員

の選挙以外の場合の

様式である。

２ 「何年何月執行」の表示は、「何年執

行」又は「第何回」とすることができ

る。

３ 用紙は、特別の紙質・模様・すかし等

を用いることができる。

何年何月執行

何 選 挙

（番 号）

愛媛県選管

何年何月執行

何 選 挙

（番 号）

愛媛県選管

第５号様式（選挙運動用ビラ証紙交付票）（第７条・第８条関係）

その１ 表 裏

第５号様式（選挙運動用ビラ証紙交付票）（第７条・ ８条関係）

その１ 表 裏

第何号

候補者（氏 名） �

何年何月何日執行 何選挙

選挙運動用ビラ証紙交付票

愛媛県選挙管理委員会 �

証 紙

交 付

枚 数

愛 媛 県

選 挙 管

理 委 員

会 印

第何号

候補者（氏 名） �

何年何月何日執行 何選挙

選挙運動用ビラ証紙交付票

愛媛県選挙管理委員会 �

証 紙

交 付

枚 数

愛 媛 県

選 挙 管

理 委 員

会 印

枚 枚

枚 枚

枚 枚

枚 枚

計 ７０，０００枚、

１４５，０００枚

又は

１６，０００枚

計

７０，０００枚

又は

１４５，０００枚

その２ 省略 その２ 省略

改 正 後 改 正 前

第１号様式（選挙運動用自動車の使用等の契約届出書の様式）（第

１条関係）

その１ 省略

その２

省略

年 月 日執行 選挙（ 選挙区）

第１号様式（選挙運動用自動車の使用等の契約届出書の様式）（第

１条関係）

その１ 省略

その２

省略

年 月 日執行 愛媛県知事選挙

愛 媛 県 報平成３０年１２月２８日 第３０４０号

１０６１



附 則

１ この規程は、平成３１年３月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県議会議員及び愛媛県知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する規程の規定は、この規程の施行の日以後その期日

を告示される愛媛県議会議員の選挙について適用し、この規程の施行の日の前日までにその期日を告示された愛媛県議会議員の選挙につ

いては、なお従前の例による。

省略 省略

省略 省略

備考 省略

その３ 省略

第２号様式（選挙運動用自動車の燃料代等の確認申請書の様式）

（第２条関係）

その１ 省略

その２

省略

年 月 日執行 選挙（ 選挙区）

省略

備考 省略

その３ 省略

第２号様式（選挙運動用自動車の燃料代等の確認申請書の様式）

（第２条関係）

その１ 省略

その２

省略

年 月 日執行 愛媛県知事選挙

省略

省略 省略

備考 省略

その３ 省略

第３号様式（選挙運動用自動車の燃料代等の確認書の様式）（第２

条関係）

その１ 省略

その２

備考 省略

その３ 省略

第３号様式（選挙運動用自動車の燃料代等の確認書の様式）（第２

条関係）

その１ 省略

その２

省略

１ 年 月 日執行 選挙（ 選挙区）

省略

省略

１ 年 月 日執行 愛媛県知事選挙

省略

その３ 省略

第５号様式（ビラ作成証明書の様式）（第４条関係）

その３ 省略

第５号様式（ビラ作成証明書の様式）（第４条関係）

省略

年 月 日執行 選挙（ 選挙区）

省略

備考

１～３ 省略

４ １人の候補者を通じて公費負担の対象となる枚数及び

それぞれの契約に基づく公費負担の限度額は、次のとお

りです。

� 枚数

愛媛県議会議員選挙の場合 １６，０００枚

愛媛県知事選挙の場合 １４５，０００枚

� 省略

省略

年 月 日執行 愛媛県知事選挙

省略

備考

１～３ 省略

４ １人の候補者を通じて公費負担の対象となる枚数及び

それぞれの契約に基づく公費負担の限度額は、次のとお

りです。

� 枚数

１４５，０００枚

� 省略

第７号様式（請求書の様式）（第５条関係）

その１ 省略

その２

省略

３ 年 月 日執行 選挙（ 選挙区）

省略

その３ 省略

第７号様式（請求書の様式）（第５条関係）

その１ 省略

その２

省略

３ 年 月 日執行 愛媛県知事選挙

省略

その３ 省略

愛 媛 県 報平成３０年１２月２８日 第３０４０号

１０６２



正 誤

�正 誤

平成３０年１１月２日付け第３０２４号目次中

�愛媛県選挙管理委員会告示第９１号
愛媛県選挙管理委員会事務専決規程（平成２０年３月愛媛県選挙管理委員会告示第１６号）の一部を次のように改正する。

平成３０年１２月２８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この規程は、平成３１年３月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県選挙管理委員会事務専決規程の規定は、この規程の施行の日以後その期日を告示される愛媛県議会議員の選挙について

適用する。

改 正 後 改 正 前

（書記長及び地方書記長の専決事項）

第２条 省略

２ 愛媛県選挙管理委員会規程第１２条第３項の規定に基づく愛媛県

選挙管理委員会地方書記長（以下「地方書記長」という。）の専

決事項は、委員長の権限に属する事務のうち、別に定めるものを

除くほか、次に掲げるとおりとする。

� 愛媛県議会議員の選挙における次に掲げる事項（当該地方書

記長の所管区域に属する選挙区に係るものに限る。）

ア～シ 省略

ス 選挙運動公費負担条例第７条の規定に基づく選挙運動用ビ

ラの作成の契約締結の届出の受理に関すること。

セ 選挙運動公費負担条例第８条の規定に基づく選挙運動用ビ

ラの作成枚数の確認に関すること。

ソ 省略

タ 省略

チ 愛媛県議会議員の選挙における選挙公報の発行に関する条

例 第３条第１項の規定に基づ

く選挙公報の掲載の申請の受理及び審査に関すること。

ツ 省略

テ 愛媛県選挙公営実施規程第７条第２項の規定に基づく証紙

交付票の交付に関すること。

ト 愛媛県選挙公営実施規程第８条の規定に基づく証紙の交付

に関すること。

ナ 省略

ニ 省略

ヌ 省略

�・� 省略

３ 省略

（書記長及び地方書記長の専決事項）

第２条 省略

２ 愛媛県選挙管理委員会規程第１２条第３項の規定に基づく愛媛県

選挙管理委員会地方書記長（以下「地方書記長」という。）の専

決事項は、委員長の権限に属する事務のうち、別に定めるものを

除くほか、次に掲げるとおりとする。

� 愛媛県議会議員の選挙における次に掲げる事項（当該地方書

記長の所管区域に属する選挙区に係るものに限る。）

ア～シ 省略

ス 省略

セ 省略

ソ 愛媛県議会議員の選挙における選挙公報の発行に関する条

例（平成１９年愛媛県条例第５１号）第３条第１項の規定に基づ

く選挙公報の掲載の申請の受理及び審査に関すること。

タ 省略

チ 省略

ツ 省略

テ 省略

�・� 省略

３ 省略

ページ 箇 所 誤 正

９６０ 上から８行目 道路の供用開始（砥部
伊予松山線）

道路の供用開始（県道
砥部伊予松山線）

平成３０年１２月２８日 発行

愛 媛 県 報平成３０年１２月２８日 第３０４０号

１０６３


